
 

導入促進基本計画 

 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

〇市の人口 

国勢調査による鳥羽市の総人口は、昭和 35 年の 30,521 人をピークにゆるやか

に減少し、26,806 人となった平成７年以降は急激な減少となり、令和２年には

17,525人になっている。また、年齢３区分別人口の構成割合は、15歳未満人口 9.1％

（1,596 人）、15～64 歳人口 50.73％（8,890 人）、65 歳以上人口 39.29％（6,885

人）となっており、65 歳未満人口の減少が今後も見込まれ、人口減少と少子高齢

化による人手不足が地域の経済活動や雇用において深刻な課題となっている。 

 

〇市の産業 

本市は伊勢湾と太平洋・熊野灘に面した豊かな漁場を背景に古くから多様な漁

業が営まれるとともに、全域が伊勢志摩国立公園に指定され、豊かな海の幸や魅力

ある観光施設により、多くの観光客が訪れる「漁業と観光のまち」として発展して

きた特徴を有する。 

令和２年の総就業者数は 8,588人となり、20年前の平成 12年の 12,804人と比

較すると 32.9％減少している。令和２年の内訳は第１次産業 1,131 人（13.2％）、

第２次産業 1,445人（16.8％）、第３次産業 6,012人（70.0％）となっている。 

また、産業構造を見てみると、令和３年経済センサスによる事業所数では、宿泊

業，飲食サービス業 26.1％、卸売業・小売業 23.0％、建設業 8.7％、生活関連サ

ービス業・娯楽業 9.3％、製造業 8.6％、サービス業 7.7％となり、全体の約半数

を観光関連産業が占めており、本市の経済や雇用を支えている状況にある。 

 

〇市の中小企業者の実態 

市内の中小企業は、人手不足、後継者不足等の課題に直面しており、現状を放置

すると市内の産業基盤が失われかねない状況である。このような中、市内の中小企

業の生産性を抜本的に向上させることで人手不足に対応した事業基盤を構築する

とともに地域の強みを活かした個別企業の経営力を高め、後継者が引き継ぎたい

と思えるような企業にしていくことは、喫緊の課題である。 

  



統計データ 

鳥羽市の概要 

 平成１２年 

（２０００年） 

平成１７年 

（２００５年） 

平成２２年 

（２０１０年） 

平成２７年 

（２０１５年） 

令和２年 

（２０２０年） 

鳥羽市の面積（k ㎡） １０７．８８ １０７．９３ １０７．９９ １０７．３４ １０７．３４ 

鳥羽市の人口（人） ２４，９４５ ２３，０６７ ２１，４３５ １９，４４８ １７，５２５ 

鳥羽市の世帯（戸） ８，４１３ ８，１６７ ８，０５７ ７，７３０ ７，３８２ 

生産年齢人口（人） １５，５８５ １３，８９７ １２，５４１ １０，６２１ ８，８９２ 

老年人口（人） ５，６１１ ６，１２３ ６，３７４ ６，３２２ ６，８８５ 

高齢化率（％） ２２．５ ２６．５ ２９．７ ３２．５ ３９．３ 

鳥羽市の就業者数（人）※ １２，８０４ １１，７８１ １０，２３９ ９，６６６ ８，５８８ 

う

ち 

第１次産業就業 １，９１６ １，７９０ １，３２５ １，４３０ １，１３１ 

第２次産業就業 ２，４４３ ２，１２３ １，８１４ １，６９１ １，４４５ 

第３次産業就業 ８，４４５ ７，８６８ ７，１００ ６，５４５ ６，０１２ 

※分類不能を除く 

資料：面積は、国土交通省国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」  人口、世帯、就業者数は国勢調査 

 

（２）目標 

導入促進基本計画を策定し、それに沿って中小企業への先端設備導入の実現を促

し、本市の課題である人手不足や後継者不足等の解消を図る。これを実現するため、

本先端設備等導入計画の目標認定件数は、年間５件とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

中小企業等経営強化法第 49条第１項の規定に基づく導入促進基本計画を策定し、

中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、先端設備等導入計画が認定される事

業者の労働生産性（中小企業等の経営強化に関する基本方針に定めるものをいう。）

が年率３％以上向上することを目標とする。 

 

２ 先端設備等の種類 

本市の産業は、宿泊業、農林水産業、製造業、サービス業と多岐に渡り、多様な

業種が本市の経済、雇用を支えているため、これらの産業で広く事業者の生産性向

上を実現する必要がある。したがって、多様な産業の多様な設備投資を支援する観

点から、本計画において対象とする設備は、中小企業等経営強化法施行規則第７条

第１項に定める先端設備等全てとする。 

ただし、本計画では、先端設備の導入を促進し市内の中小企業の労働生産性の向

上を図ることが目的であるため、工場や事業所などがない敷地に設置する売電を目

的とする太陽光発電設備などの再生可能エネルギー発電設備については本計画の

対象としない。 



３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

本市の産業は、駅周辺を含む中心市街地、臨海エリア、山間部と広域に立地して

いる。これらの地域で、広く事業者の生産性向上を実現する観点から、本計画の対

象区域は、市内全域とする。 

 

（２）対象業種・事業 

本市の産業は、宿泊業、農林水産業、製造業、サービス業と多岐に渡り、多様な

業種が本市の経済、雇用を支えているため、これらの産業で広く事業者の生産性向

上を実現する必要がある。したがって、本計画において対象とする業種は、全業種

とする。 

 生産性向上に向けた事業者の取組は、新商品の開発、自動化の推進、ＩＴ導入に

よる業務効率化、省エネの推進等、多様である。したがって、本計画においては、

労働生産性が年率３％以上に資すると見込まれる事業であれば、幅広い事業を対象

とする。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

国が同意した日から２年間（令和７年４月１日～令和９年３月 31日）とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

計画期間は、３年間、４年間、５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に際し配慮すべき事項 

①人員削減を目的とした取組を先端設備等導入計画の認定の対象としない等、雇 

用の安定に配慮する。 

  ②公序良俗に反する取組や反社会的勢力との関係が認められるものについては

先端設備等導入計画の認定の対象としない等、健全な地域経済の発展に配慮する。 

  ③市税を滞納している事業者は対象としない。 

 

（備考） 

  用紙の大きさは日本産業規格Ａ４とする。 

 

 


